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第１章  裁判員制度をめぐる教育課題 
 
千葉大学大学院専門法務研究科教授 
                              藤井俊夫 
 
 裁判員による裁判が始まった場合、それをめぐる教育課題は学校だけでなく、さまざま
な場面で存在すると思われる。ただし、ここでは、主として学校教育以外の場での裁判を
めぐる教育課題について考えておくことにしたい。 
 
１ 裁判員制度の実施をめぐる教育課題 
 模擬裁判とくに裁判員制度を先取りした模擬裁判が数年前からあちこちで試行的に実施
されている。それは、裁判所あるいは弁護士会が主催するもので、対象も一般市民向けの
ものであったり、あるいは、学校の児童・生徒向けのものであったりしている。また、昨
年には、「あなたも裁判員！」という模擬裁判向けの学校での学習教材にあたるものも、法
務省からインターネット上で発表されている。これらは、いわば裁判員制度とのかかわり
での一般市民あるいは学校の児童・生徒向けの教育の一種であるが、実は、来年５月から
の裁判員制度の開始に向けて、当事者である法曹界すなわち検察官、弁護士、裁判所のそ
れぞれについても教育的な課題が考えられないわけではない。 
 例えば検察官の場合には、一般市民である裁判員に対してどのように事件の概要を説明
していくべきかという、いわばプレゼンテーションの方法という点での学習課題が生じる
ことになる。当然のことながら一般市民は裁判のために長い日数を拘束されるのは嫌うは
ずである。そこで、裁判を一気に連続的に短い日数で終了させるためには効率的なプレゼ
ンテーションが求められるであろう。実際、現在ではパワーポイントとかビデオなどを用
いたプレゼンテーションの工夫が研究されているようである。そして、この２月には東京
地裁にもこれらの機器を利用するための大型ディスプレイとか小型モニターなどを備えた
いわゆるＩＴ法廷が作られ、そこで模擬裁判が行われたという新聞記事も紹介されている。
ただし、あまりこれが徹底すると、例えば起訴状一本主義に見られたような「予断排除の
原則」から、いわば検察官によるＩＴ技術を駆使した「裁判誘導」がはじまる危険がない
とはいえないという懸念がある。もちろん、そのような批判を受けないようにしながらも
手際よく裁判を進めていくためには、それなりの工夫が要求されることになろう。 
 そして、これに対しては、それに対抗するための弁護士側での学習課題が設定されるで
あろうと思われる。実際に一部ではそのための研修、例えば上に述べたＩＴの活用だけで
なく、裁判員向けのわかりやすい法律用語のつくり直しとか、裁判員に対する話し方など
の研修が行われ始めたようである。ただし、検察側は国の組織を通じての研修が行われ得
るのに対して、弁護側の方はどれだけ組織的な研修が行われ得るかという点については疑
問がないわけではない。 
 また、裁判所の側でも当然いくつかの学習課題が生じることになろう。ここでは、法律
の解釈、事実関係のとらえ方その他を裁判員にうまく説明しつつ裁判の流れを順調に進め
るという役割を裁判官が果たすというだけでなく、評議をうまく取りまとめるという役割
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が裁判官の肩にかかることになる。これは陪審制では生じない役割であり、裁判員制度な
らではのものだといえる。そして、ここでは、とくに評議において裁判官が何をめざすの
かが重要な意義をもつことになる。すなわち、例えば単に「アリバイ作り」的に一般市民
である裁判員に発言の機会を与えたという形をつくればよいのか（もちろん、これは好ま
しいことではないが）、あるいは、一般市民の法感情を裁判官が十分に汲み取った裁判がで
きればよいとするのか、あるいは、逆に、裁判官が一般市民を十分に説得した上での裁判
が行われるということをめざすのか、あるいは、一般市民である裁判員と裁判官とが一体
となって両者が十分に納得できたといえるようにするために徹底的な議論を積み重ねるこ
とを目標とするのか、等々である。そして、いずれにせよ、これまでは事実を認定した上
で法律を解釈し適用するということを任務とする裁判所にとって、従来は経験していなか
った、したがって、従来は研修などしていなかった「一般市民である裁判員を交えた評議
を適切に行い、また、できるだけ適切に取りまとめるという」学習課題を、裁判所は背負
うことになるのである。 
 これまで、附属小・中学校の教員が実施してきた模擬裁判その他裁判の授業の中でも、
テーマによって、また、事例によって子どもたちの討議が活発に行われたり、あるいは、
そうでなかったりするという違いが見られている。もちろん、学校においては、子どもた
ちが活発な討議をしてできるだけ自ら学習していけるようにするという教育目標があり、
その意味で、これは当面の事件について最も妥当な法的な結論を下すことを目標とすると
いう裁判員制度による裁判とは目標を全く異にしていることはいうまでもない。とはいえ
このように子どもたちの討議を見てもさまざまなタイプの類型が生じていることからもわ
かるように、実際に裁判員制度が動きだしてみた場合にはそれぞれの事件によって評議の
あり方はさまざまに異なるはずであるから、この制度が実際に動き出した後も、この評議
の進め方についての研究は裁判所にとっては新たな学習課題となるであろう。 
 このように、裁判員制度のような新しい制度が実施されるに際しては、当然のことなが
ら、それはそれで当事者である法曹界においても新しい教育課題・学習課題が生じるので
ある。 
 
 ２ 市民に対する法教育の意義 
 ところで、裁判員制度が動き出した場合には、当然のことながら一般市民の側にも学習
課題は生じることになる。ただし、一般市民としては裁判員というのはあくまでも一過性
のことがらであるから、一般市民に対する恒常的な裁判員としての学習課題などはあるは
ずはないともいえる。一般市民に対して求められることがあるとすれば、それはむしろ何
時裁判員になってもその職責をそれ相応に果たすことができるような法的なセンス（ある
いは、リーガル・マインドとか、後述するような法感情など）を少しでも持っていてくれ
れば有り難いというところであろう。 
 そして、ここでは、一般市民に対するそのような意味での法教育がどれだけ可能かが問
題となる。そこで、上に述べた模擬裁判のキャンペーン以外に一般市民向けの法教育の「場」
があるかどうかが、まず問題となるであろう。なお、実際に裁判員による裁判が始まれば、
もちろんそれも、一般市民の法教育のための一つの恰好の「場」になることは確かである。
ただし、その場合には、実際上は裁判員になった者の守秘義務とか報道関係者に対する取
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材制限などがそれに対する障壁となるはずであり、この点が今後の課題となるであろう。
また、いずれにせよ、裁判所とか弁護士会などは、そのような意味での法教育の主体とは
なれないし、また、そのようなことをする余裕はなくなるはずである。となると、かりに
一般市民向けの法教育を想定するとしても、まず、その主体となり得るのは誰かという問
題が生じる。 
 ところで、市民に対する法についての啓蒙活動は、おそらく体系的なものは全くないと
いってよい。例えば市役所、弁護士会、あるいは最近各地にできはじめた法テラスなどに
よる法律相談はあるが、もちろんこれは法教育とは異なる。また、法律相談、法律クイズ
的なテレビ番組もあるが、これは半分は娯楽である。ただし、法律についての啓蒙的な意
義はないわけではない。また、ある種の実用向けの本もある。例えば「法律の抜け穴」全
集的なものが、それである。ただし、市民に対する法教育の目的は、本来は、広くいえば
民主主義を担っていくべき市民を養成するという公民教育ということにあるのだという点
からいえば、例えば「法律を知っていると自分が得をする」とか、逆に、「法律を知らない
と自分が損をする」というような形での教育のしかた、あるいは、学習のしかたは、もち
ろんそれはそれで十分に意味のあることは確かであるからあえてそれを否定する必要はな
いが、ここでいう法教育の趣旨とはやや異なるものである。 
 しかし、いずれにせよ今後は、新聞、テレビなど、マス・メディアの法教育にかかわる
役割もより積極的に考えるべきかもしれない。実際、これまでもさまざまな報道特集的な
番組とか記事などの中で、特定の問題についての法律問題とか法制度などについての解説
や問題提起などがなされてきており、それはそれで上に述べたような意味での法教育とし
ての役割をはたしてきているのである。 
 ただし、これに対しては、そもそも上に述べたような一般市民向けの法教育それ自体が
不要である、あるいは、無用であるとする考え方もあるかもしれない。たしかに、かりに
民主主義の担い手としての市民的な資質を育成するための公民教育がもともと充実してい
るのであれば、このような教育を改めて考える必要はないともいえる。しかし、わが国で
はこれが十分に行われてきたといえるかどうかについては、なお疑問もある。また、これ
とは別に、そもそも裁判員の判断によって人が処罰されることになるかもしれないという
のに、全く裁判員（あるいは、潜在的な裁判員である一般市民）についての研修とか教育
などが全くなされるべきではないとするのも問題であろう。 
 
 ３ 裁判員制度と市民の法感情 
 福岡市の市職員が飲酒運転で幼児３名を死なせた事件で、危険運転致死傷罪の適用を認
めなかった平成２０年１月８日の福岡地裁の判決については、あれが「危険運転」でなか
ったら一体何が危険運転になるのかというように一般市民の間では疑問の声も強い。 
 おそらく一般市民が参加して行われる裁判員の裁判ならばこのような結論は出されなか
ったであろう。そして、それは一面では、裁判員制度のメリットだということになるかも
しれない。ただし、かりにそのような形の判決が下されたとしても、それは一般の「市民
感情」が加わると上のような裁判官だけの裁判とは異なることになったのだというだけで
は、それはそれで裁判の客観性・公正性についての疑問が生じるという反論もあるかもし
れない、その点を考えると、むしろそこでは、あくまでも一般市民の「法感情」（あるいは、
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「法感覚」）が裁判官を動かしたということであるのが望ましいということになろう。そし
て、そのような形での「法感情」を育成することが一般市民に対する法教育の意義なので
ある。 
 その意味では、この裁判についても、例えば新聞記事の書き方などは重要である。例え
ば単に一般の市民感情からみると納得できないというような記事だけでは、それだけのも
ので終わってしまう。すなわち、裁判官は何を考えているのかわからない、で終わってし
まうであろう。しかし、そうではなく、この事件などにおいては、なぜ裁判所はこのよう
な判決を下したのか、その法律的な課題は何かを示すことが望ましい。というのは、これ
までは一般市民はただ単に判決を聞かされるというだけの立場に置かれていたが、裁判員
制度が動き始めると場合によっては判決を下す立場に立つこともあるからである。その意
味では、例えばそこでは、裁判所は証拠に基づいた判決を下さなければならないのである
が、この事件では被告が事故後水を飲んだりして数時間後に出頭したことから、あくまで
もその時点でのデータしか存在していないため、証拠だけに基づいた場合には危険運転致
死罪の認定が難しかったものと考えられるとか、しかし、それにもかかわらず、事故前の
被告の飲酒の状況から客観的に推定すれば危険運転があったとして判決を下すことは不可
能ではなかったのではないかなどというような記事が書かれて、一般市民の側でもそれに
ついて考えることができるようになるというのが望ましいのである。これは、従来の法律
学の専門家による判例評釈に類似するが、むしろいわば市民向けの判例評釈にあたるとい
える。もちろん、それは事件の本質をしっかりとつかまえながらも難しい専門用語を使わ
ない分かり易い形のものである必要があるが。そうなれば、一般市民としても、それを読
むことによって証拠による裁判の意義を考えたり、また、さらに踏み込んで、事実認定と
か法律の適用などのあり方について判決とは別の見解の可能性を考えたりすることもでき
るようになるであろう。さらには、どうしても立法目的と現実の裁判との矛盾が解決でき
ないのであれば、例えば「轢き逃げ罪」などのような新たな立法措置が必要であるという
考え方をもつことになるかもしれないのである。 
 そして、このような形での日常的な思考訓練を経験した上で一定の見識を持った一般市
民が裁判員として参加した裁判が行われた場合には、それらの市民がかりに主導権をもっ
たとしても、それは裁判官が単なる市民感情に負けたという形にはならないであろう。実
際、裁判員の裁判では数の上では裁判官よりも一般市民の方が多い。その意味では、時に
は裁判官が見かけ上は一般の市民感情に押し切られたという形の判決が下される可能性も
ある。しかし、そうであったとしても、それがかりに上に述べたように一般市民のそれな
りに磨かれた法感情に負けたということであれば、その判決は十分に説得力があると評価
できるともいえるであろう。もともと裁判員制度というのは、民主主義の徹底とか国民の
司法参加などの観点から、法律の解釈・適用を裁判所・裁判官が独占している現状を若干
是正するということを目指しているはずだからである。だとすれば、そのためにも、一般
市民に対するさまざまな形での法教育は、少なくともあった方がよいのである。 
 
 ４ 学校教育と市民に対する法教育との連関 
 学校において子どもたちに対して法教育を行っていくことの意義は決して小さくはない。
もちろん、子どもたち自身にとってもこのことは重要な意義をもつのであるが、社会にと
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っても、その意義は大きいといえる。というのは、今後の学校教育における法教育が成果
を出していけば、それはそれなりの法的センスを持った一般市民を育てていくことになる
のであるから、その成果が大きければ大きいほど将来的に裁判員制度がうまく機能する可
能性が大きくなるということだからである。少なくとも現在においては、裁判員制度も始
めさえすればその後はうまく機能するという保障はまだ必ずしもないのである。 
 なお、学校教育における法教育については、法を教えるための法教育および教材化が必
要であり、また、法で教えるための法関連教育の教材化も必要である。さらに、社会科、
道徳、家庭科、総合的学習など法教育そのものを行う場についてのカリキュラム的な位置
づけもさらに工夫する必要がある。ただし、これらについてはすでに繰り返し述べてきた
ので、ここではふれないことにする 1)。 
 そして、いずれにせよそれらの工夫が一般市民に対する法教育にどのように連動してい
くのか、あるいは、連動させることができるのかが残された課題となる。現在では、学校
における法教育とか法教材の作成などは、その限りで終わってしまうのであって、社会に
おける一般市民に対する教育に結びつくものとなってはいない。そもそも、そのような教
育の場が存在しないのである。しかし、かりに今日さまざまな形で進み始めた学校種、学
年に対応したそれぞれのレベルでの法教育とか法教材の作成などが、一般市民に対する教
育と連動して進み始めた場合には、それは社会にとって大きな教育成果を生み出す可能性
があるともいえる。そして、もちろん、それは司法改革とか民主主義の充実などという大
きな社会的目標につながることにもなる。 
 例えば理科の一部などは、学校を出て社会に入ると一部の関係者を除いてほとんど使わ
ずに終わることも少なくない。しかし、法教育、より広くいえば公民教育については、む
しろ社会に出てからがまさに「本番」として必要なのである。そして、さまざまな新聞記
事（社会面、政治面、国際面、経済面など）は、まさに法教材にあふれているともいえる。
ただし、それはいわば「生の教材」であって、必ずしも「教材化」されたものではない。
いいかえれば、そこでは無自覚的・無意識的に「生の教材」が提供されている状態だとも
いえる。 
 繰り返していえば、今日では裁判員制度の導入を一つのきっかけとして小・中・高等学
校レベルでのさまざまな形での法教材開発が進みはじめている。そして、このレベルでの
法教材開発が大学（とくに、一般教育レベルでの教育）につながっていくかどうか、さら
には、一般市民向けの法教材の開発につながるかが、最後の課題となるであろう。ただし、
とくにこの一般市民向けの法教育については、すでに述べたように、その場をどうするか
という問題のほかに、さらに誰がそれを行うべきかという主体の問題が残ることになる。 
 かりに、上に述べたようなさまざまなレベルでの法教育あるいは裁判にかかわる教育が
社会全体として総合的な視野に基づいて行われることが望ましいということを認めるので
あれば、これらの課題を総合的に検討し、計画し、実施を指導していくための法教育セン
ターのようなものが構想されるべきだともいえよう。 
 また、各地に設置された法科大学院の役割を今後どのようなものとすべきかということ
も、この問題と関係がないわけではない。その修了生の司法試験合格率が３割前後となる
ことが見込まれる今後においても、法科大学院がこのまま法曹養成だけを目指す教育機関
であってよいのかは早晩問題となるであろう。少なくとも修了生の半分以上は司法試験不
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合格とならざるを得ないという制度の下であえてしのぎを削って統合・廃止をめぐるチキ
ンレースをあくまでも進めるべきか、あるいは、より広い目標を設定して生き残りの道を
模索すべきかは今後の大きな課題であると思われる。はじめに述べた法曹関係者における
学習課題に対して一定の関与をする可能性のある法科大学院においてはさらに一般市民と
のかかわりを検討するという形で、上に述べたような総合的な法教育センターとしての役
割を果たす可能性を探るという方策も一つの選択肢として考えるべきであるかもしれない。
ただし、まだ当面は法科大学院にとっては「生き残り」のための壮絶な争いが続くであろ
うと思われるので、現状ではこのような構想それ自体が無理なことかもしれない。 
 
 ５ むすび 
 いずれにせよ、学校教育の場で開発された法教材の内容によっては、それが一般市民向
けに使えるというものも出てくるであろう。その意味では、学校における法教材の開発は
一般社会との関係でも大きな意義をもつ可能性があるということである。 
 
1) これについては例えば以下を参照されたい。藤井俊夫「公民教育と法学教材」『人文・
社会科学における国民教育と大学教育の連携に関する総合プロジェクト』平成１３年度千
葉大学総合研究プロジェクト研究成果報告書１６９～１８３頁。同「公民教育と民事裁判
の取り上げ方」『小・中学校における法学的マインドの育成に関する理論的・実践的研究』
平成１４年度学長裁量経費研究成果報告書１０１～１１４頁。同「小学校における法教育
と法教材」『小・中学校における法関連教育に関する理論的・実践的研究』平成１５年度学
部長裁量経費研究成果報告書６６～７６頁。 
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